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１．はじめに 

 USPTO に係属中の出願に対する第三者による情報提供が有効でないと考えられる場合、特許

登録後に利用できる制度である IPR（Inter partes review）を利用することが可能です。IPRは、競

合他社の特許を攻撃する上で有効な手段であり、しかも、訴訟費用と比較すると、費用が遥かに

安く済むと共に立証責任が低いというメリットを有しています。これらのメリットに鑑み、

Acting Vice Chief Judge Scott Boalickによれば、IPR手続開始から既に 1,100を超える手続請求

が行われており、2014年 4月の間だけでも既に約 80件の IPR手続が請求されています。 

 

 このように、IPR は、第三者にとって競合他社の特許を攻撃する上で有効な手段である一方、

特許権者とっては特許クレームの補正を余儀なくされることがあります。そのような場合、慎重

に且つ補正に係る規則に規定の要件を充足するように特許クレームの補正を行う必要がありま

す。 
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